
甲 第 １５３ 号 議 案 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市市税条例等の一部を改正する条例 

（岡山市市税条例の一部改正） 

第１条 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

  第１５条第２項中「外国法人」を「法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業

所を有しない法人（以下この節において「外国法人」という。）」に，「その事業が行

われる場所で地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）第４

６条の４に規定する場所をもつて」を「恒久的施設（法人税法第２条第１２号の１８に

規定する恒久的施設をいう。）をもつて，」に改め，同条第３項中「令」を「地方税法

施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）」に改める。 

第２４条の４第３項中「１００分の１４．７」を「１００分の１２．１」に改める。 

第２９条の８第２項中「施行地に」の次に「本店又は」を加え，「，法の施行地外に 

その源泉がある所得について」を削り，同条第５項中「第７４条第１項」の次に「又は 

第１４４条の６第１項」を加え，「第１４５条」を「第１４４条の８」に改める。 

第３０条第１項中「第７４条第１項」の次に「又は第１４４条の６第１項」を加える。 

第６３条第１号ア中「１，０００円」を「２，０００円」に改め，同号イ中「１，２ 

００円」を「２，０００円」に改め，同号ウ中「１，６００円」を「２，４００円」に 

改め，同号エ中「２，５００円」を「３，７００円」に改め，同条第２号ア中「側車つ

き」を「側車付」に，「２，４００円」を「３，６００円」に改め，同号イ中「３，１ 

００円」を「３，９００円」に改め，同号ウ（ア）中「５，５００円」を「６，９００
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円」に，「７，２００円」を「１０，８００円」に改め，同号ウ（イ）中「３，０００

円」を「３，８００円」に，「４，０００円」を「５，０００円」に改め，同条第３号 

中「１，６００円」を「２，４００円」に，「４，７００円」を「５，９００円」に改 

め，同条第４号中「４，０００円」を「６，０００円」に改める。 

附則第３条の２中「第４０条第３項後段（同条第６項から第１０項まで」の次に「及 

び第１１項（同条第１２項において準用する場合を含む。以下この条において同

じ。）」を加え，「公益法人等（同条第６項から第１０項まで」を「公益法人等（同条

第６項から第１１項まで」に，「を同法第４０条第３項」を「を同条第３項」に，「第

４０条第６項から第１０項まで」を「第４０条第６項から第１１項まで」に改める。 

附則第４条を次のように改める。 

第４条 削除 

附則第４条の２及び第４条の３を削る。 

附則第６条第１項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に改める。 

附則第９条の２の２の見出し中「附則第１５条第２項第６号」を「附則第１５条第２

項第１号等」に改め，同条を同条第４項とし，同項の前に次の３項を加える。 

法附則第１５条第２項第１号に規定する条例で定める割合は，３分の１とする。 

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

３ 法附則第１５条第２項第３号に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

附則第９条の２の２に次の２項を加える。 

５ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は，３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は，４分の３とする。 

附則第９条の３に次の１項を加える。 

５ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について，同項の規定の適用を受

けようとする者は，当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内

に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１１項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し，建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法

律第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第２４項に規定する基準を満たすことを証する書類を添
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付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在，家屋番号，種類，構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 施行規則附則第７条第１１項に規定する補助の算定の基礎となつた当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には，３月

以内に提出することができなかつた理由 

附則第１７条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の税率の特例） 

第１７条の２ 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自

動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受け

た月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る

第６３条の規定の適用については，当分の間，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３，９００円 ４，６００円 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

３，８００円 ４，５００円 

第６３条第２号 

５，０００円 ６，０００円 

附則第２０条の２第１項及び第２項中「平成２６年度」を「平成２９年度」に改める。 

附則第２２条第１項中「第２４条及び第２４条の４第１項」を「第２４条第１項及び

第２項並びに第２４条の４第１項」に改める。 

附則第２２条の２第２項中「租税特別措置法」」を「第３７条の１０第１項」」に，

「租税特別措置法第３７条の１１第６項の規定により読み替えて準用される同法」を

「第３７条の１１第１項」に改める。 

附則第２２条の３第２項中「同法第３７条の１１の３第２項に規定する上場株式等」
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を「株式等」に改め，「取得をしたものと」の次に「，同項第２号に掲げる贈与又は相

続若しくは遺贈により払出しがあつた非課税口座内上場株式等を取得した市民税の所得

割の納税義務者については，当該贈与又は相続若しくは遺贈の時に，その払出し時の金

額をもつて当該非課税口座内上場株式等と同一銘柄の株式等を取得したものと」を加え

る。 

附則第２３条の３の見出し中「決裁」を「決済」に改める。 

附則第２５条及び第２５条の２を削り，附則第２６条を附則第２５条とする。 

（岡山市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 岡山市市税条例の一部を改正する条例（平成２５年市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

附則第２４条の改正規定を削る。 

附則第２４条の２の改正規定を次のように改める。 

附則第２４条の２中「附則第４１条第９項各号」を「附則第４１条第８項各号」に

改め，同条第１号及び第２号中「附則第４１条第９項」を「附則第４１条第８項」に

改める。 

附則第２５条の改正規定を削る。 

附則第１項第３号中「第２４条及び」を「第２３条の４第５項第３号の改正規定 

（「に係る」の次に「利子所得の金額又は」を加える部分に限る。）及び附則」に改め 

る。 

附則第１項第５号中「改正規定」の次に「（附則第２３条の４第５項第３号の改正規

定中「に係る」の次に「利子所得の金額又は」を加える部分を除く。）」を加える。 

附則第３項中「地方税法」の次に「（昭和２５年法律第２２６号）」を加える。 

附則第８項中「旧租税特別措置法」を「所得税法等の一部を改正する法律（平成２５ 

年法律第５号）第８条の規定による改正前の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に
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定める日から施行する。 

(1) 第１条中岡山市市税条例第２４条の４第３項の改正規定及び附則第８項の規定 平

成２６年１０月１日 

(2) 第１条中岡山市市税条例附則第３条の２及び第２２条の３第２項の改正規定，附則

第２５条及び第２５条の２を削る改正規定並びに附則第２６条を附則第２５条とする

改正規定並びに附則第３項及び第４項の規定 平成２７年１月１日 

(3) 第１条中岡山市市税条例第６３条の改正規定並びに附則第１６項及び第１９項（第

１条の規定による改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）附則第１７条

の２に係る部分を除く。）の規定 平成２７年４月１日 

(4) 第１条中岡山市市税条例第１５条，第２９条の８，第３０条第１項及び附則第１７

条の２の改正規定並びに附則第７項，第１７項，第１８項及び第１９項（新条例附則

第１７条の２に係る部分に限る。）の規定 平成２８年４月１日 

(5) 第１条中岡山市市税条例附則第２２条第１項及び第２２条の２第２項の改正規定 

平成２９年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中個人の市民税に関する部分は，平成２

６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成２５年度分までの個人の市民

税については，なお従前の例による。 

３ 新条例附則第３条の２の規定は，平成２７年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，平成２６年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

４ 新条例附則第２２条の３第２項の規定は，平成２７年度以後の年度分の個人の市民税

について適用する。 

５ 新条例附則第２２条第１項の規定は，平成２９年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し，平成２８年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

６ 新条例附則第２２条の２第２項の規定は，平成２９年度以後の年度分の個人の市民税

について適用する。 

７ 次項に定めるものを除き，新条例の規定中法人の市民税に関する部分は，附則第１項

第４号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後
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に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し，同日前に開始した事業年度

分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については，な

お従前の例による。 

８ 新条例第２４条の４の規定は，附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日以後に開始

する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税

について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連

結事業年度分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

９ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成２６

年度以後の年度分の固定資産税について適用し，平成２５年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

１０ 新条例附則第９条の２の２第１項の規定は，平成２６年４月１日以後に取得される

地方税法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第４号）第１条の規定による改正後

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）附則第１５条第２項

第１号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固定資産

税について適用する。 

１１ 新条例附則第９条の２の２第２項の規定は，平成２６年４月１日以後に取得される

新法附則第１５条第２項第２号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１２ 新条例附則第９条の２の２第３項の規定は，平成２６年４月１日以後に取得される

新法附則第１５条第２項第３号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１３ 新条例附則第９条の２の２第５項の規定は，平成２６年４月１日以後に取得される

新法附則第１５条第３７項に規定する設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度分

の固定資産税について適用する。 

１４ 新条例附則第９条の２の２第６項の規定は，平成２６年４月１日以後に取得される

新法附則第１５条第３８項に規定する機器に対して課すべき平成２７年度以後の年度分

の固定資産税について適用する。 
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１５ 新条例附則第９条の３第５項の規定は，平成２６年４月１日以後に耐震改修が行わ

れる同項に規定する耐震基準適合家屋に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固

定資産税について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

１６ 新条例第６３条の規定は，平成２７年度以後の年度分の軽自動車税について適用し，

平成２６年度分までの軽自動車税については，なお従前の例による。 

１７ 新条例附則第１７条の２の規定は，平成２８年度以後の年度分の軽自動車税につい

て適用する。 

１８  平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）

第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して

課する軽自動車税に係る新条例附則第１７条の２の規定の適用については，同条中「受

けた月」とあるのは，「受けた月の属する年の１２月」とする。 

１９ 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る新条例

第６３条及び新条例附則第１７条の２の規定の適用については，次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３，９００円 ３，１００円 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

３，８００円 ３，０００円 

新条例第６３条第２号 

５，０００円 ４，０００円 

新条例附則第１７条の２

の表以外の部分 

第６３条 岡山市市税条例等の一部を

改正する条例（平成２６年

市条例第  号。以下この

条において「平成２６年改

正条例」という。）附則第

１９項の規定により読み替

えて適用される第６３条 
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第６３条第２号 平成２６年改正条例附則第

１９項の規定により読み替

えて適用される第６３条第

２号 

３，９００円 ３，１００円 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

３，８００円 ３，０００円 

新条例附則第１７条の２

の表第６３条第２号の項 

５，０００円 ４，０００円 

 

 

提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い，法人市民税法人税割及び軽自動車税の税率の見直し，公害

防止用設備，浸水防止用設備及びノンフロン製品に係る固定資産税の課税標準の特例その

他所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １５４ 号 議 案 

   岡山市民生委員の定数に関する条例の制定について 

 岡山市民生委員の定数に関する条例を次のように制定するものとする。 

平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市民生委員の定数に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は，民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）第４条第１項の規定に基

づき，民生委員の定数に関する事項を定めるものとする。 

 （民生委員の定数） 

第２条 民生委員の定数は，２２０世帯以上４４０世帯以内の世帯につき１人の民生委員

を置くことを基準として，規則で定める数とする。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律の施行による民生委員法の一部改正に伴い，民生委員の定数について定めるため，

本条例を制定しようとするものである。 
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甲 第 １５５ 号 議 案 

   岡山市児童福祉審議会条例の制定について 

 岡山市児童福祉審議会条例を次のように制定するものとする。 

平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市児童福祉審議会条例 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第８条及び就学前の子どもに関する教

育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定

こども園法」という。）第２５条の規定に基づく児童福祉及び幼保連携型認定こども園

に関する審議会その他の合議制の機関として，岡山市児童福祉審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 児童福祉法第８条第１項から第３項までに規定する事項 

(2) 児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２９条に規定する事項 

(3) 認定こども園法第１７条第３項，第２１条第２項及び第２２条第２項に規定する事 

 項 

(4) その他児童福祉に関する事項として市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 審議会は，委員２０人以内で組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，特別の事項を調査審議させるため必要があるとき

は，臨時の委員（以下「臨時委員」という。）を置くことができる。 

 （委員） 
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第４条 審議会の委員及び臨時委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 児童又は知的障害者の福祉に関する事業に従事する者 

 (2) 学識経験のある者 

 (3) その他市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は，３年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員は，特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解嘱されるものとする。 

４ 委員及び臨時委員は，再任されることができる。 

（委員長等）  

第５条 審議会に，委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は，委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，その職務

を代理する。 

（会議等） 

第６条 審議会の会議は，委員長が必要に応じて招集し，委員長が議長となる。 

２ 審議会の会議は，委員及び臨時委員（当該会議の議事に係る臨時委員に限る。次項に

おいて同じ。）の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員及び臨時委員の過半数をもって決し，可否同数のとき

は，委員長の決するところによる。 

（専門分科会） 

第７条 審議会に，専門的な事項を調査審議するため，次に掲げる専門分科会を置く。 

(1) 児童処遇専門分科会 

(2) 里親専門分科会 

２ 審議会は，前項に定めるもののほか，特に専門的な事項の調査審議を行う必要がある

場合は，専門分科会を置くことができる。 

３ 専門分科会に属する委員及び臨時委員は，委員長が指名する。 

４ 専門分科会に，専門分科会長を置き，委員長が指名する。 
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５ 専門分科会長は，その専門分科会の事務を総理する。 

６ 専門分科会長に事故があるときは，あらかじめ専門分科会長が指名する委員がその職

務を代理する。 

７ 審議会は，専門分科会の決議をもって審議会の決議とすることができる。 

８ 前条の規定は，専門分科会の会議について準用する。この場合において，同条中「審

議会」とあるのは「専門分科会」と，「委員長」とあるのは「専門分科会長」と読み替

えるものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第８条 委員長又は専門分科会長は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の

出席を求め，説明又は意見を聴くことができる。 

（会議の公開） 

第９条 審議会の会議は，公開とする。ただし，委員長が必要と認めた場合は，非公開と

することができる。 

２ 専門分科会の会議は，非公開とする。 

（その他） 

第１０条 この条例に定めるもののほか，議事運営に関して必要な事項は，審議会に諮っ

て委員長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２６年８月１日から施行する。ただし，第２条第３号の規定は，就

学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正す

る法律（平成２４年法律第６６号）の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日前における第１条の規定の適用については，

同条中「及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２５条の規定」とあ

るのは「の規定」と，「及び幼保連携型認定こども園に関する」とあるのは「に関す

る」とする。 
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 （準備行為） 

３ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改

正する法律附則第９条の規定に基づいて同法の施行の日前においても行うことができる

行為に関する事項については，第２条第３号の規定の施行の日前においても，この条例

の規定の例により，審議会において調査審議を行うことができる。 

（任期の特例） 

４ この条例の施行の日以後，最初に委嘱される審議会の委員の任期は，第４条第２項の

規定にかかわらず，平成２７年３月３１日までとする。 

（岡山市社会福祉審議会条例の一部改正） 

５ 岡山市社会福祉審議会条例（平成１２年市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条を削り，第３条を第２条とし，第４条から第６条までを１条ずつ繰り上げる。 

第７条第１項を削り，同条第２項中「，前項に定めるもののほか」を削り，同項を同

条第１項とし，同条第３項中「前２項」を「前項」に改め，同項を同条第２項とし，同

条第４項を同条第３項とし，同条第５項を同条第４項とし，同条第６項中「及び第２

項」を削り，同項を同条第５項とし，同条を第６条とし，第８条を第７条とする。 

第９条中「，身体障害者福祉専門分科会審査部会並びに児童福祉専門分科会児童処遇

部会及び里親部会」を「及び身体障害者福祉専門分科会審査部会」に改め，同条を第８

条とし，第１０条を第９条とする。 

 

 

提案理由 

 児童福祉法及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法

律の一部改正に伴い，児童福祉審議会を設置するため，本条例を制定しようとするもので

ある。 
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甲 第 １５６ 号 議 案 

   岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正 

する条例 

 岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例（昭和６２年市条例第１

１号）の一部を次のように改正する。 

 別表備考第３項第２号を次のように改める。 

(2) 租税特別措置法第４１条第１項，第２項及び第６項，第４１条の２，第４１条の３ 

の２第１項，第２項，第５項及び第６項，第４１条の１９の２第１項，第４１条の１ 

９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及び第３項 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の別表の規定は，平成２６年４月１日から適

用する。 

 

 

提案理由 

 保育所運営費国庫負担制度の改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改

正しようとするものである。 
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甲 第 １５７ 号 議 案 

岡山市開発行為の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 岡山市開発行為の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。 

  平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市開発行為の許可基準等に関する条例の一部を改正する条例 

 岡山市開発行為の許可基準等に関する条例（平成１３年市条例第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「開発行為」を「市街化調整区域における開発行為」に改め，「及び生産緑

地」及び「とともに，定住促進等を図る」を削る。 

第２条に次の１項を加える。 

２ この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 自己の居住の用に供する建築物 開発行為をしようとする個人が，自らの生活の本

拠として建築し，所有し，及び継続的に使用する建築物をいう。 

(2) 自己の業務の用に供する建築物 開発行為をしようとする者が，自ら建築し，所有

し，及び継続的に自己の業務に係る経済活動を行うために使用する建築物をいう。 

(3) 小売業を営む店舗 別表に定める小売業の用途に供する建築物をいう。 

(4) 延長敷地 建築物の敷地が，通路状の敷地部分のみによって，建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）に規定する道路に接続する敷地形態をいう。 

 第３条第１項第１号中「おおむね」を削り，「を上限に」を「以内に位置している」に，

「又は道並びに吉井川及び旭川を除く河川並びに」を「，道，河川（吉井川，旭川，百間

川，笹ヶ瀬川，足守川，倉敷川及び砂川（旭川水系）を除く。）及び」に改め，同号ただ
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し書中「第９号」を「第８号」に改め，同項第９号を削り，同条第２項中「前項」を「前

項第２号から第８号まで」に，「開発指導課内」を「所管課」に改め，同項ただし書及び

同条第３項を削る。 

 第４条中「第９号」を「第８号」に改め，同条第１号中「主として」を削り，「該当す

る建築物」を「該当するもの」に改め，同号ア中「（昭和２５年法律第２０１号）」を削

り，同条第２号中「事業内容」を「自己の業務の用に供する建築物であって，事業内容」

に改め，「で，当該事業の用に供する建築物」を削り，同条第３号を次のように改める。 

(3) 自己の業務の用に供する建築物であって，次に掲げる要件のいずれをも満たすもの 

ア 次のいずれかに該当する建築物であること。 

(ｱ) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第１項に規定する社会福祉事業

の用に供する施設である建築物 

(ｲ) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院の用に

供する施設である建築物 

(ｳ) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校の用に供する施

設である建築物 

イ その他規則で定める要件を満たす建築物であること。 

第４条に次の１号を加える。 

(4) 自己の業務の用に供する建築物であって，市長が地域の活性化等に寄与するものと

認める小売業を営む店舗 

第４条に次の１項を加える。 

２ 市長は，前項第３号又は第４号に規定する建築物を目的とした開発行為で，開発区域

の面積が１ヘクタール以上であるものについては，あらかじめ岡山市都市・消防政策審

議会（岡山市基本政策等に関する審議会設置条例（平成２３年市条例第７号）に基づき

設置された審議会をいう。）の議を経るものとする。 

第７条を第１０条とする。 

第６条第３項を削り，同条を第８条とし，同条の次に次の１条を加える。 

（準用） 

第９条 第３条，第４条，第６条，第７条及び第８条の規定は，法第４２条第１項ただし
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書又は法第４３条第１項本文の規定による建築物の新築，改築又は用途の変更を行おう

とする者について準用する。 

第５条中「前２条」を「第３条から前条まで」に改め，同条を第７条とし，第４条の次

に次の見出し及び２条を加える。 

（建築物の敷地等に関する制限） 

第５条 自己の居住の用に供する建築物を建築する目的で行う開発行為をしようとする場

合には，当該建築物の敷地は，建築基準法第４２条第１項各号に規定する道路に接続す

ることができる敷地又は同法第４３条第１項ただし書の許可を得られる幅員４メートル

以上の公道に接続することができる敷地とする。 

２ 前項の場合において，建築物の敷地が延長敷地のときは，当該延長敷地は奥一宅地

（接続道路より２区画目までの敷地をいう。）までとし，その通路状の敷地部分の距離

は２５メートル以下とする。 

第６条 前条に規定するもののほか，開発区域内の土地における建築物の敷地等に関する

制限は，規則で定める。 

附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第２条関係）

56 各種商品小売業

561 百貨店，総合スーパー

569 その他の各種商品小売業（従業者が常時５０人未満のもの）

57 織物・衣服・身の回り品小売業

571 呉服・服地・寝具小売業

572 男子服小売業

573 婦人・子供服小売業

574 靴・履物小売業

579 その他の織物・衣服・身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

581 各種食料品小売業

582 野菜・果実小売業

583 食肉小売業

584 鮮魚小売業

585 酒小売業

586 菓子・パン小売業

589 その他の飲食料品小売業

59 機械器具小売業

591 自動車小売業

5913 自動車部分品・附属品小売業

5914 二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む。）

592 自転車小売業

593 機械器具小売業（自動車，自転車を除く。）

60 その他の小売業

601 家具・建具・畳小売業

602 じゅう器小売業

603 医薬品・化粧品小売業

604 農耕用品小売業

605 燃料小売業

6052 燃料小売業（ガソリンスタンドを除く。）

606 書籍・文房具小売業

607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

608 写真機・時計・眼鏡小売業

609 他に分類されない小売業

中分類 小分類 細分類

備考  この表に掲げる分類は，日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）

　に掲げる大分類Ⅰ－卸売業，小売業の中分類，小分類及び細分類を参照し定めるもの

ととする。
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別図第１の１から別図第７までを次のように改める。 
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別図第１の１（第３条関係）

別図第１の２（第３条関係）
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諸

手

続

要

領

編

第

四

編

技

術

的

基

準

編

別図第１の３（第３条関係）

別図第２（第３条関係）
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市道西大寺松崎

西大寺中１号線

主要地方道

岡山牛窓線

市道妹尾藤田線

　　　国道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域　　

市道

藤田２号線

　　　国道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域　　

妹尾川

倉　敷　川

一般国道３０号

一般国道２号

斜線部分の土地の区域



－   －

別図第３（第３条関係）

　　　注　各図中，斜線部分が指定する土地の区域である。

別図第４（第３条関係）
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下水幹線水路笹ヶ瀬１号雨水渠

J R 山陽新幹線 

市街化準工業地域

一般県道 川入巌井線

ヶ

瀬

川

JR大安寺駅

笹

水 路

市街化 第１種中高層

住居専用地域
水 路

下水幹線水路笹ヶ瀬１号雨水渠

国

道

180

一

般

号

文

大野小学校

斜線部分の土地の区域

　　　国道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域　　

一般国道５３号

市道

津高４号線

一般国道５３号

斜線部分の土地の区域

至　山陽自動車道

岡山インターチェンジ



－   －

別表

岡山県

岡山市

倉敷市

玉野市

その他

第
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編

制

　

度

　

編

第

二

編

制

度

資

料

編

第

三

編

諸

手

続

要

領

編

第

四

編

技

術

的

基

準

編

別図第５（第３条関係）

別図第６（第３条関係）

　（ただし，新産業ゾーンの区域は除く）
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市道

西大寺浜６３号線

一般県道寒河本庄岡山線

（ただし，新産業ゾーンの区域は除く。）

　　　県道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域　　

県道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域　　

一般国道２号

主要地方道

岡山玉野線

主要地方道

岡山牛窓線

主要地方道

西大寺備前線

市道

西大寺浜６４号線

別図第１の１の区域



－   －

別図第７（第３条関係）

２　岡山市の条例の建ぺい率等の基準

岡山市市街化調整区域において指定する建ぺい率等に関する基準

 平成  年６月  日 
 　　　　　　　　 
 市 告 示 第     号 

　　（目的）

　第１条　この告示は，都市計画法（昭和  年法律第   号。以下「法」という。）第  条第１項の規定に

基づき，市長が指定する市街化調整区域における建ぺい率等，建築物の敷地に関する制限に関し必要

な事項を定めることを目的とする。

　　（定義）

　第２条　この告示において使用する用語は，この告示に特段の定めのない限り，法において使用する用

語の例による。
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　　　県道との境界線から鉛直方向に５０メートルの区域

一般国道２５０号

一般県道

九蟠東岡山停車場線

市道

長利１７号線

市道

下長利２号線

市道

下２０号線

市道

下１５号線



附 則 

１ この条例は，平成２７年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の岡山市開発行為の許可基準等に関する条例（以下「新条例」という。）の規

定は，施行日以後に行われる都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」とい

う。）第３０条第１項の規定による申請（以下この項において「申請」という。）に係

る法第２９条第１項及び法第３５条の２第１項本文の許可について適用し，施行日前に

行われた申請に係るこれらの許可については，なお従前の例による。 

３ 新条例の規定は，施行日以後に行われる申請に係る法第４２条第１項ただし書及び法

第４３条第１項本文の許可について適用し，施行日前に行われた申請に係るこれらの許

可については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 岡山市都市計画マスタープランに基づき，コンパクトで機能的な都市づくりの実現を図

るため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １５８ 号 議 案 

   岡山市埋立行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市埋立行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

  平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市埋立行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

 岡山市埋立行為等の規制に関する条例（平成１７年市条例第９０号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１号イ中「第１８条第１項」を「第３１条第１項」に改める。 

 第９条第２号ウ中「第３２条の２第７項」を「第３２条の３第７項」に，「第２０８条

の３」を「第２０８条の２」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 刑法等の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとする

ものである。 

26



甲 第 １５９ 号 議 案 

   岡山市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２６年 ６ 月１０日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市火災予防条例の一部を改正する条例 

 岡山市火災予防条例（昭和３７年市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 「第６章 避難管理（第４５条 

                          第６章の２ 屋外催しに係る 

～第５２条）               

防火管理（第５２条の２・第５２条の３）」 

第１９条第１項第９号の次に次の１号を加える。 

(9 の 2) 祭礼，縁日，花火大会，展示会その他の多数の者の集合する催しに際して使用

する場合にあつては，消火器の準備をした上で使用すること。 

第２０条第２項中「第９号」を「第９号の２」に改める。 

第２２条第２項中「及び第９号」を「，第９号及び第９号の２」に改める。 

第６章の次に次の１章を加える。 

第６章の２ 屋外催しに係る防火管理 

（指定催しの指定） 

第５２条の２ 消防長は，祭礼，縁日，花火大会その他の多数の者の集合する屋外での催

しのうち，大規模なものとして消防長が別に定める要件に該当するもので，対象火気器

具等（令第５条の２第１項に規定する対象火気器具等をいう。以下同じ。）の周囲にお

いて火災が発生した場合に人命又は財産に特に重大な被害を与えるおそれがあると認め

るものを，指定催しとして指定しなければならない。 

目次中「第６章 避難管理（第４５条～第５２条）」を 

に改める。 
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２ 消防長は，前項の規定により指定催しを指定しようとするときは，あらかじめ，当該

催しを主催する者の意見を聴かなければならない。ただし，当該催しを主催する者から

指定の求めがあつたときは，この限りでない。 

３ 消防長は，第１項の規定により指定催しを指定したときは，遅滞なくその旨を当該指

定催しを主催する者に通知するとともに，公示しなければならない。 

（屋外催しに係る防火管理） 

第５２条の３ 前条第１項の指定催しを主催する者は，同項の指定を受けたときは，速や

かに防火担当者を定め，当該指定催しを開催する日の１４日前までに（当該指定催しを

開催する日の１４日前の日以後に同項の指定を受けた場合にあつては，防火担当者を定

めた後遅滞なく）次に掲げる火災予防上必要な業務に関する計画を作成させるとともに，

当該計画に基づく業務を行わせなければならない。 

(1) 防火担当者その他火災予防に関する業務の実施体制の確保に関すること。 

(2) 対象火気器具等の使用及び危険物の取扱いの把握に関すること。 

(3) 対象火気器具等を使用し，又は危険物を取り扱う露店，屋台その他これらに類する

もの（第５５条において「露店等」という。）及び客席の火災予防上安全な配置に関

すること。 

(4) 対象火気器具等に対する消火準備に関すること。 

(5) 火災が発生した場合における消火活動，通報連絡及び避難誘導に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか，火災予防上必要な業務に関すること。 

２ 前条第１項の指定催しを主催する者は，当該指定催しを開催する日の１４日前までに

（当該指定催しを開催する日の１４日前の日以後に同項の指定を受けた場合にあつては，

消防長が定める日までに），前項の規定による計画を消防長に提出しなければならない。 

第５５条に次の１号を加える。 

(6) 祭礼，縁日，花火大会，展示会その他の多数の者の集合する催しに際して行う露店

等の開設（対象火気器具等を使用する場合に限る。） 

第５９条に次の１号を加える。 

(4) 第５２条の３第２項の規定に違反して，同条第１項に規定する火災予防上必要な業

務に関する計画を提出しなかつた者 
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第６０条中「法人の代表者」を「法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものを含む。以下この項において同じ。）の代表者若しくは管理人」に，「各本条にか

かる罰金刑」を「，同条の刑」に改め，同条ただし書を削り，同条に次の１項を加える。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には，その代表者又は管理人が，

その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか，法人を被告人又は被疑者とする場

合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。  

   附 則 

この条例は，平成２６年８月１日から施行する。ただし，この条例の施行の日から起算

して１４日を経過する日までに終了する催しについては，改正後の第５２条の２及び第５

２条の３の規定は適用しない。 

 

 

提案理由 

消防法施行令の一部改正に伴い，多数の者の集合する催しにおける火気器具等の取扱い

について定めるとともに，大規模な屋外催しを主催する者に対して，防火担当者の選任並

びに火災予防上必要な業務計画の作成及び提出を義務付ける等のため，本条例の一部を改

正しようとするものである。 
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